
大規模災害時廃棄物対策北海道ブロック協議会 道東エリア分科会

日時：令和 6年 11月 15 日（金）10:00～12:00

場所：道東経済センタービル 第 1中会議室

（オンライン併用（ZOOM））

議事：

（１）令和 6年度第 1回ブロック協議会の開催結果について

（２）災害廃棄物処理に関する情報提供について

（３）エリア内の災害廃棄物処理に係る課題検討

（４）災害廃棄物処理計画策定状況について

（５）エリア分科会の代表市町村及び代表振興局の選出

議事要旨：

（１）令和 6年度第 1回ブロック協議会の開催結果について

開催結果及び本年度の行事予定について事務局（応用地質）より説明した。

（２）災害廃棄物処理に関する情報提供について

能登半島地震等における災害廃棄物処理について事務局（応用地質）より説明した。

（３）エリア内の災害廃棄物処理に係る課題検討

道東エリア管内自治体の災害廃棄物担当者が考える課題に基づき、計画策定、災害経験の

活用、仮置場の選定等について意見交換を行った。

（４）災害廃棄物処理計画策定状況について

国内及び道内における災害廃棄物処理計画策定状況及び補助金制度について事務局（北

海道地方環境事務所）より説明した。

（５）エリア分科会の代表市町村及び代表振興局の選出

令和 7 年度の代表振興局として釧路総合振興局を、代表市町村として釧路市をそれぞれ

選出した。

【意見交換】

（１）令和 6年度第 1回ブロック協議会の開催結果について

特になし。

（２）災害廃棄物処理に関する情報提供について

特になし。

（３）エリア内の災害廃棄物処理に係る課題検討

①災害廃棄物処理計画策定について

◇自治体Ａ

有事の際、処理施設の処理能力を超える災害廃棄物が発生した場合、どこで処理するかの

記載がネックになっており、処理計画が策定できていない。策定済みの自治体ではどのよう

に記載されているか教えていただきたい。

◇自治体Ｂ

処理計画策定済みである。参考だが、計画においては、仮置場を複数設定している。学校

のグラウンドや空き地などを各所に配置し、被害状況に応じ、適切な場所を選定し仮置場と

すると記載している。

当自治体ではまた別の課題として、仮置場と避難所とが重複することがあり仮置場の候

補地として再考が必要である。このため、計画の見直しが必要と考えている。

質問に対する答えとしては、仮置場に溜めておくという方法である。広域処理施設に依存

しているため、処理施設の処理体制が整わない限りは仮置場に溜まっていく一方である。そ

の分、仮置場は災害廃棄物を置いておける広さが必要となる。処理施設の稼働までに耐えら

れるだけの場所を選定し、なければ作る必要もあるのではないかと考えている。平地を探す

のも課題である。

◇自治体Ａ

仮置場に溜めるだけ溜めて、施設が稼働したら処理していくという考え方であることで、

たいへん参考になった。

◇自治体Ｂ・◆事務局（北海道地方環境事務所）

他地域の最終処分場の搬入協力を得ることができれば、その処分場へ搬入することで搬

入・搬出のサイクルを作り、ごみの蓄積を抑える手法もある。

②連携について

◇団体Ａ

協定は協会本部と道とで締結している。各地区での自治体との協定締結については議論

が深まっていない。どこから依頼がきてどう対応していけば良いのか、議論が深まっていな

い。協会の地区への依頼内容について、一度話し合いたいと思っている。



◆事務局（北海道地方環境事務所）

道と協会本部が協定を締結しており、被災時には自治体から振興局、道を通して、協会本

部に支援を依頼し、本部から地区におりてきて会員の地元の事業者さんが支援されると思

う。これでは動き出すのに時間のロスがある。被災自治体と協会の地区とで協定を締結して

おくと、早く動き出せるのではないかと考えている。

ただし、何を支援するかということになると、被災状況や地域特性によりさまざまと考え

られる。

自治体内部（防災部局と一廃部局）で整理し、人員不足の部分はどこに支援を求めるか話

し合っていただき、協会に何の支援を依頼するか検討していただきたい。

まず自治体は災害廃棄物処理計画を策定する中で、どこまで自治体でできるのか、何がで

きないのか、どこに依頼するかを整理してほしい。

◇団体Ａ

地区と自治体が協定締結すると支援が早くできるということはないが、自治体と協会と

で話し合っていきたい。

（４）災害廃棄物処理計画策定状況について

①事業費補助金、循環交付金について

◇自治体Ｃ

昨年度は応募が多く、補助金額が減額となったと聞いた。来年度の見通しを教えていただ

きたい。

◆事務局（北海道地方環境事務所）

限られた予算で支援しており、申請自治体数が多い場合は減額になる可能性がある。でき

るだけ希望にこたえたいと考えている。


